	（様式第１号）

	兵庫県立大学姫路工学キャンパス清掃業務　
就業予定者計画書

	

	
	
	Ａの内訳
	

	区分
	A
	B
	C
	Ｃの内訳

	
	
	
	
	D
	E
	F

	当該業務における就業予定人数等
	障害のない者の就業予定人数・時間等
	知的・精神障害者の就業予定人数・時間
	現在雇用関係にあり他の業務に就業する者
	新たに雇用を予定する者
	当該業務で雇用されている者を引き続き雇用

	
	（①＋⑤）
	
	（⑧＋⑩＋⑫）
	
	
	

	総就業予定人員
	
	人
	①
	
	人
	⑤
	
	人
	⑧
	
	人
	⑩
	
	人
	⑫
	
	人

	
	（②＋⑥）
	
	（⑨＋⑪＋⑬）
	
	
	

	１週あたりの総就業予定時間
	
	時間
	②
	
	時間
	⑥
	
	時間
	⑨
	
	時間
	⑪
	
	時間
	⑬
	
	時間

	
	1人・1週あたりの平均就業予定時間　③（②／①）
	
	

	
	（小数点以下切捨）
	
	

	
	
	
	時間
	
	

	
	1人・１週あたりのみなし平均就業予定時間

　④（③×3/4）
	みなし就労人数

⑦（⑥／④）
	

	
	（小数点以下切捨）
	（小数点第２位以下切捨）
	

	
	
	
	時間
	
	
	人
	

	

	本業務に係る知的・精神障害者の就業計画について、上記のとおり提出します。

	なお、あわせて本計画書に基づき、障害者を業務に従事させることを誓約します。違反した場合は、いかなる措置を受けても異議ありません。

	令和　　年　　月　　日
	
	社　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	
	代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　



[image: image1]
（様式第２号）

兵庫県立大学姫路工学キャンパス清掃業務
知的・精神障害者就業支援企画書

	１　専任支援者の配置

	専任支援者の配属先及び職氏名：

専任支援者の支援内容：

（専任支援者の具体的支援内容について記載してください。）

支援機関との連携体制：

（ハローワークや障害者就業・生活支援センター等の機関との連携体制について記載してください。）



	２　当該業務での具体的支援体制

	（知的・精神障害者が継続して就業できるための支援体制等について記載してください。）




社　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（様式第３号）
障害者雇用継続状況調書

	項　目
	内　容
	備　考

	雇用している障害者の人数
	(Ａ)
	人
	

	(Ａ)の雇用月数の累計
	(Ｂ)
	月
	

	平均雇用月数　(Ｂ)/(Ａ)
	(Ｃ)
	月
	


【記入上の注意事項】

１　基準日は、資料作成日としてください。

２　平均雇用月数は、小数点第2位を四捨五入してください。

３　障害者は、知的・精神障害者に限りません。

社　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（様式第４号）
優先発注状況調書

（単位：円）

	項　目
	発注金額
	内　訳

	
	
	時期
	品目
	金額

	障害者施設等への優先発注の状況
	
	
	
	


【記入上の注意事項】

１　障害者施設等とは、社会福祉法（昭和26年法律第45号）第２条第２項第４号及び同条第３項第４号の２に規定する事業を行う者、並びに県内で小規模作業所を営む者、並びにこれらの者で構成する団体です。

２　発注金額欄には、資料作成日以前の１年間に納品等があったものについて記載してください。

３　内訳欄には、主な発注内容を発注金額の高いものから記載してください。

４　内訳欄に記載した主なものが３０万円を超える場合は、納品書等の（写）を添付してください。

５　発注実績がない場合は、本様式の提出は不要です。

社　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（様式第５号）
実習受入状況調書
	項　目
	受入人数
	実習生の状況

	
	
	所属
	時期
	人数
	期間

	障害者の職場実習受入の状況
	人
	
	
	人
	


【記入上の注意事項】

１　障害者施設等とは、社会福祉法（昭和26年法律第45号）第２条第２項第４号及び同条第３項第４号の２に規定する事業を行う者、並びに県内で小規模作業所を営む者、並びにこれらの者で構成する団体、並びに特別支援学校です。

２　職場実習は、１日以上受入れたものを対象としてください。

３　受入人数欄には、資料作成日以前の１年間に受入があった人数（実習中のものを含む。）の総数を記載してください。

４　実習生の状況の所属欄は障害者施設等の名称を記載してください。

５　障害者は、知的・精神障害者に限りません。
６　実習受入実績がない場合は、本様式の提出は不要です。
社　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（様式第６号）

障害者雇用状況調書
令和　 年　 月　 日現在
	Ａ　事業主
	住　所
(法人のときは主たる事業所の所在地)
	〒　　　　　　　　（電話番号）



	
	（フリガナ）
名　称
	

	
	（フリガナ）
氏　名（法人のときは代表者氏名）
	

	Ｂ　雇用の状況
	区　分
	人　数　等

	
	①　法定雇用障害者の算定基礎となる労働者の数
	人

	
	②
	常用雇用身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数
	

	
	
	（ｲ）　重度身体障害者の数
	人

	
	
	（ﾛ）　重度身体障害者以外の身体障害者の数
	人

	
	
	（ﾊ）　重度身体障害者である短時間労働者の数
	人

	
	
	（ﾆ）　重度身体障害者以外の身体障害者である短時間労働者の数
	人

	
	
	（ﾎ）　身体障害者の数　 ［ｲ×2＋ﾛ＋ﾊ＋（ﾆ×0.5)）
	人

	
	
	（ﾍ）　重度知的障害者の数
	人

	
	
	（ﾄ）　重度知的障害者以外の知的障害者の数
	人

	
	
	(ﾁ)  重度知的障害者である短時間労働者の数
	人

	
	
	（ﾘ）　重度知的障害者以外の知的障害者である短時間労働者の数
	人

	
	
	（ﾇ）　知的障害者の数　 ［ﾍ×2＋ﾄ＋ﾁ＋（ﾘ×0.5)）
	人

	
	
	（ﾙ）　精神障害者の数
	人

	
	
	（ｦ）　精神障害者である短時間労働者の数
	人

	
	
	
	（ﾜ）　（ｦ）のうち裏面4に該当する者の数
	人

	
	
	（ｶ）　精神障害者の数　［ﾙ＋（ｦ－ﾜ）×0.5＋ﾜ］
	人

	
	③　計　（②のﾎ＋②のﾇ＋②のｶ）
	人

	
	④　実雇用率（③／①×１００）
	％

	
	⑤　身体障害者、知的障害者又は精神障害者の不足数（①×法定雇用率－③）
	人


社　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【記載要領】

１　この様式は、「障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則」第８条に規定する身体障害者、知的障害者及び精神障害者の雇用に関する状況に係る報告様式「障害者雇用状況報告（様式第６号）」に準じて記載を求めるものです。
２　②(ｲ)、（ﾛ）、（ﾍ）、（ﾄ）及び（ﾙ）欄には、短時間労働者の数を含めないこと。

３　②（ﾜ）欄には、精神障害者である短時間労働者であって、次のいずれかに該当する者の数を記載すること。

　　　　（1）基準日の３年前以降に雇い入れられた者であること

　　　　（2）基準日の３年前より前に雇い入れられた者で、同日以後に精神障害者保健福祉手帳を取得した者であること

　　　　例）　基準日が令和２年２月１日の場合　→　基準日の３年前：平成29年２月２日

４　①欄、②（ﾎ）、（ﾇ）及び（ｶ）欄並びに③欄には、小数点以下第１位まで記載すること。

５　④欄には、小数点以下第３位を四捨五入した数を記載すること。

６　⑤欄には、①欄の数に法定雇用率を乗じて得た数（その数に１人未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた数）から、③欄の数を控除した数を記載すること（小数点以下第１位まで記載すること。）。ただし、その数が０を下回る場合は、０を記載すること。

なお、法定雇用率は一般の企業にあっては100分の2.3、特殊法人（障害者の雇用の促進等に関する法律施行令別表第２に掲げるものに限る。）にあっては100分の2.6であること。

７　基準日は、資料作成日としてください。
【記入上の注意事項】


１　総就業予定時間は、各就業予定者の１週あたりの就業予定時間を積み上げた時間を記載してください。


＜算出例＞　20時間が１人、30時間が１人の計2人の場合


１週あたりの総就業予定時間は、20時間＋30時間の計50時間となります。


２　Ｄ欄：現在、他の業務場所等で雇用している知的・精神障害者を配置転換により当該業務に就業させる場合に記入してください。


３　Ｆ欄：対象の現場業務に雇用されている障害者を、引き続き雇用する場合（当該業務に他の事業者が雇用している知的・精神障害者を含む。）に記入してください。


４　Ｂ欄の「１人・１週間あたりの平均就業予定時間」③、Ｂ欄の「１人・１週間あたりのみなし平均就業予定時間」④を算出する場合、小数点以下は、切り捨ててください。Ｃ欄の「みなし就労人数」⑦を算出する場合、小数点第2位以下は、切り捨ててください。


※　添付資料


(1)　本業務に従事する障害者の名簿


(2)　(1)の名簿記載者が障害者であることを証する書類（例：身体障害者手帳・療育手帳・精神保健福祉手帳（写）、障害福祉サービス受給者証（写）等）


(3)　(1)の名簿記載の者が業務に従事した事実を証する書類（例：雇用契約書（写）、雇用通知書（写）、賃金台帳（写）、再委託に係る業務委託契約書（写）等）
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